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愛媛賃審発第 2540 号 

令 和 ７ 年 ９ 月 １ 日 

 

愛媛労働局長 

常 盤  剛 史 殿 

 

 

愛媛地方最低賃金審議会 

会 長 森本  明宏 

 

 

愛媛県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 

当審議会は、令和７年７月３日付け愛媛労発基 0703 第１号をもって貴職から諮

問のあった標記のことについて、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙１のとおりの

結論に達したので答申する。 

また、別紙２のとおり、平成 20 年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成 20

年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき、最新のデー

タにより比較したところ、令和５年10月６日発効の愛媛県最低賃金（時間額897円）

は、令和５年度の愛媛県の生活保護水準を下回っていなかったことを申し添える。 

なお、地方の中小企業・小規模事業者には、原材料価格等のコスト上昇、防衛的

な賃上げと急激な最低賃金額の上昇による労務費の増大の中で、十分に価格転嫁が

できていない業種もあること等を踏まえ、 

（１）業務改善助成金を更に活用しやすくするための時間的余裕のある制度への改

善や設備の増設要件緩和等の制度充実、 

（２）二極化が進んでいるとされる労務費等の価格転嫁問題を踏まえた、中小企業・

小規模事業者のための価格転嫁交渉の支援、 

（３）いわゆる「年収の壁」を意識せずに働くことができる環境整備 

について、政府としてのなお一層の取組を強く要望する。 
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別紙１ 

 

 

愛媛県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

１ 適用する地域 

愛媛県の区域 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

１時間 1,033 円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

６ 効力発生の日 

  令和７年 12 月１日 
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別紙２ 

 

 

愛媛県最低賃金と生活保護との比較について 

 

 

１ 最低賃金 

(1) 件   名  愛媛県最低賃金 

(2) 最低賃金額  時間額 897円 

(3) 発 効 日  令和５年 10月６日 

 

２ 生活保護 

(1) 比較対象者 

18～19歳・単身世帯者 

(2) 対象年度 

令和５年度 

(3) 生活保護水準（令和５年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋冬季加算＋期末一時扶助費）の愛媛県

内人口加重平均に、住宅扶助費の実績値を加えた金額（97,219円） 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の(2)に掲げる金額の 1箇月換算額（註）と上記２の(3)に掲げる金額とを

比較すると、愛媛県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

（註）1箇月換算額 

897円(愛媛県最低賃金)×173.8(1箇月平均法定労働時間数) 

×0.807(可処分所得の総所得に対する比率)＝125,810円 
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愛媛地方最低賃金審議会の意見に関する公示 

 

愛媛労働局一般公示第５号 

 

令和７年９月１日愛媛地方最低賃金審議会から愛媛県最低賃金の改正決定につい

て意見の提出があったので、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 11 条第１項

及び第 12条の規定に基づき、その要旨を下記のとおり公示する。 

なお、愛媛県の区域内で事業を営む使用者又はこれに使用される労働者（これら

の者の団体を含む。）であって、当該最低賃金の改正決定に異議があるものは、同法

第 11 条第２項及び第 12 条の規定に基づき令和７年９月 16 日までに愛媛労働局長

あて（松山市若草町４番地３）異議の内容及び理由を記載した異議申出書を提出さ

れたい。 

 

令和７年９月１日 

 

                   愛媛労働局長 常盤 剛史 

 

 

記 

 

愛媛県最低賃金の改正決定に係る愛媛地方最低賃金審議会の意見の要旨 

 

愛媛県最低賃金を次のように定めること。 

 

１ 適用する地域 

  愛媛県の区域 

２ 適用する使用者 

  前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

  前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

  １時間 1,033円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

  精皆勤手当、通勤手当及び家族手当   

６ 効力発生の日 

  令和７年 12月１日 
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 令和７年９月１１日 

                 

  愛媛労働局長 常盤 剛史 殿 

 

                    西条周桑地域労働組合連絡協議会 

                           議長 横 井  幸 男 

 

愛媛県最低賃金の改正決定に対する異議申立書 

 

  令和７年９月１日付愛媛賃審発第２５４０号にて愛媛地方最低賃金審議会から 

意見の提出があった愛媛県最低賃金の改正決定について、最低賃金法第１１条第２ 

項及び第１２条の規定に基づき、次のとおり異議を申し立てる。 

 

１．異議の内容 愛媛の最低賃金は１時間当たり７７円増の１，０３３円で改正決 

      定意見の提出があった。引き上げ額は目安＋１４円となっているが、 

その一方で発効日を１２月１日に先送りしており、相次ぐ物価高騰 

の中で生活できる最低賃金とはいえず、少なくとも１，５００円 

以上にするとともに、速やかな発効を求める。あわせて全国一律最 

低賃金制度への法改正を求める。 

 

２．異議の理由 全労連が実施した最低生計費試算調査では、全国どこでも時給で 

１，７００円～１，９００円であることが明らかになりました。今 

回改正決定の愛媛の時給１，０３３円では、月１５０時間働いても 

１５４，９５０円で、最低生計費試算調査の最低限必要な金額から 

かけ離れており、普通の生活を送ることは極めて困難な状況です。 

また、生計費に地域間格差がない中で、地域によって最低賃金に違 

いがあることは、労働力の地方からの流出につながり、地方の経済 

が疲弊するだけです。政府は、骨太方針に最低賃金引き上げの目標 

（２０３０年代半ばまでに、全国加重平均１，５００円）の早期達 

成とともに、地域間格差の是正について盛り込みましたが、今のペ 

ースでは間に合いません。とりわけ、物価高騰で非正規労働者の生 

活の困難さが増しています。非正規労働者の処遇改善をすすめる 

ためにも、中小企業支援と合わせて、最低賃金の大幅引き上げ、全 

国一律最低賃金の確立が急がれますが、今回の時給１，０３３円 

（７７円増）では、依然として生活できる賃金と乖離しており、こ 

れを認めることはできません。 

あわせて、労働者の生活実態を無視し、実質値切りとなる発効日を 

１２月１日まで遅らせることを認めることはできません。 
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２０２５年 ９月１２日 

愛媛労働局長 

常盤 剛史 樣 

愛媛県教職員組合（県教組） 

中央執行委員長 加藤 諭 

 

 

2025 年愛媛県最低賃金の改正決定(答申)について異議申し立て 

 

貴職の地方の労働行政、賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。 

さて、９月１日、愛媛地方最低賃金審議会は、最低賃金を７７円引き上げ、１０３３円と

するよう答申されましたが、以下のとおり、異議申し立てを行います。 

 

 

記 

 

１．異議の内容 

（１）２０２５年度の愛媛県最低賃金１０３３円については、不服です。 

 

（２）改定時期の先延ばしは、不服です。 

 

（３）愛媛県最低賃金として、１７００円を要求します。 

 

  

２．理由 

（１）物価の高騰や実質賃金の低下に歯止めがかかりません。家計は、火の車です。賃金

の低廉な労働者の生活改善は急務です。地域経済を回復させるためにも最低賃金の額

を大幅に引き上げることが求められています。 

 

（２）「支援員」等の名で低賃金の非正規労働者が学校を支えています。非正規の教職員

が正規労働者と同一の役割と責任を持って働いています。最低賃金の大幅引き上げと

地域間格差解消は、全国すべての教職員の賃金改善に欠かせません。 

 

（３）子どもたちの生活基盤である家計の改善は、子どもたちの貧困を解消する要です。

食料や学用品が買えない、病院へ行けない、学費の納入や奨学金の返済がたいへん、

ヤングケアラーも広がっています。保護者が低廉な賃金の労働者であることは少なく

ありません。青年労働者も然りです。速やかな改定が求められています。 

 

 

以上、異議申し立てとします。最後までご尽力ください。  
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2025 年 9月 16 日 

愛媛労働局長 

常盤 剛史殿 

愛媛地方労働組合連合会（愛媛労連） 

議長 今井 正夫 

 

2025 年愛媛県最低賃金の改正決定（答申）について異議申し立て 

 

 愛媛地方最低賃金審議会は 9月 1 日、第３回審議会で、今年度の愛媛県の最低賃金を

現在の時間額 956 円から 77 円引き上げ、1,033 円とする答申を行いました。 

 中央最低賃金審議会が示した目安 63 円に 14 円プラスするとの答申は意義あるものと

受け止めます。 

 しかし、1,033 円の水準では、異常な物価高騰が働く者の暮らしを直撃するなかで、

労働者の生活は困難であり、また東京との賃金格差は解消されていません。 

愛媛県を希望ある地域にするためには、大幅な賃金引き上げで消費購買力を強化し、

地域経済の好循環を生み出す必要があります。最低賃金の引き上げはそのことに大きな

影響を与えます。以上のことから、異議を申し立てます。 

 

（1）今年のコメを含めた飲食料品の値上げは、昨年以上の品目で実施・計画されてお

り、最低賃金や最低賃金近傍で働く人々にとって、食費が増えることは生活の苦しさを

より大きくしていきます。 

私たち全労連がおこなった最低生計費試算調査では、時間額 1,500 円は必要としてい

ましたが、近年の物価高騰から 1,700 円になっており、生計費は都市と地方で差がない

ことも示されています。今回の愛媛県最低賃金の引き上げ額は不十分であり、再度審議

を求めます。 

 

（2）石破首相は 2030 年までに平均 1,500 円に引き上げていくと言いましたが、これま

での最高額の今回の目安額においても、中小・小規模零細事業者に対する支援を抜本的

に打ち出しておらず、最低賃金引き上げが必要となっても議論が進まない状況を創り出

しています。中小企業。小規模零細事業者に対する抜本的な対策を政府へ要望すべきで

す。また、特に人手不足が深刻な医療・介護・保育など福祉の分野は、更なる医療・介

護報酬の引上げ及びケア労働者の処遇改善についても、中小企業・小規模事業者への支

援とは異なる対策が必要であり、答申に盛り込むべきです。 

 

(3)答申発効日についても、労働者の生活を考慮するなら、12月 1 日発効でなく、速やかに

審議後、発効すべきです。 
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報道関係者 各位 

 

 

 

全ての都道府県で地域別最低賃金の改定額が答申されました 

～答申での全国加重平均額は昨年度から 66 円引上げの 1,121 円～ 

 

厚生労働省は、都道府県労働局に設置されている地方最低賃金審議会が答申した令

和７年度の地域別最低賃金の改定額（以下「改定額」）を取りまとめました。改定額及

び発効予定年月日は別紙のとおりです。 

これは、令和７年８月４日に厚生労働大臣の諮問機関である中央最低賃金審議会が

示した「令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について」などを参考として、各地

方最低賃金審議会が調査・審議して答申した結果を取りまとめたものです。 

答申された改定額は、都道府県労働局での関係労使からの異議申出に関する手続を

経た上で、都道府県労働局長の決定により、令和７年 10 月１日から令和８年３月 31

日までの間に順次発効される予定です。 

 

【令和７年度 地方最低賃金審議会の答申のポイント】 

・47 都道府県で、63 円～82 円の引上げ（引上げ額が 82 円は１県、81 円は１県、

80 円は１県、79 円は１県、78 円は３県、77 円は２県、76 円は１県、74 円は１

県、73 円は２県、71 円は４県、70 円は１県、69 円は２県、66 円は２県、65 円

は８道県、64 円は９府県、63 円は８都府県） 

・改定額の全国加重平均額は 1,121 円（昨年度 1,055 円） 

・全国加重平均額 66 円の引上げは、昭和 53 年度に目安制度が始まって以降で最

高額 

・最高額（1,226 円）に対する最低額（1,023 円）の比率は 83.4％（昨年度は

81.8％。なお、この比率は 11 年連続の改善） 

（別紙）令和７年度 地域別最低賃金答申状況 

（参考）地域別最低賃金の改正手続の流れ 

令和７年９月５日（金） 

【照会先】 

労働基準局賃金課 

 課       長  野澤めぐみ 

副主任中央賃金指導官  上条 訓之 

（代表電話）03（5253）1111（内線 5546） 

（直通電話）03（3502）6758 
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北海道 B 63 1,075 （ 1,010 ) 65 ＋2 2025年 10月4日

青　森 C 64 1,029 （ 953 ) 76 ＋12 2025年 11月21日

岩　手 C 64 1,031 （ 952 ) 79 ＋15 2025年 12月1日

宮　城 B 63 1,038 （ 973 ) 65 ＋2 2025年 10月4日

秋　田 C 64 1,031 （ 951 ) 80 ＋16 2026年 3月31日

山　形 C 64 1,032 （ 955 ) 77 ＋13 2025年 12月23日

福　島 B 63 1,033 （ 955 ) 78 ＋15 2026年 1月1日

茨　城 B 63 1,074 （ 1,005 ) 69 ＋6 2025年 10月12日

栃　木 B 63 1,068 （ 1,004 ) 64 ＋1 2025年 10月1日

群　馬 B 63 1,063 （ 985 ) 78 ＋15 2026年 3月1日

埼　玉 A 63 1,141 （ 1,078 ) 63 ±0 2025年 11月1日

千　葉 A 63 1,140 （ 1,076 ) 64 ＋1 2025年 10月3日

東  京 A 63 1,226 （ 1,163 ) 63 ±0 2025年 10月3日

神奈川 A 63 1,225 （ 1,162 ) 63 ±0 2025年 10月4日

新　潟 B 63 1,050 （ 985 ) 65 ＋2 2025年 10月2日

富　山 B 63 1,062 （ 998 ) 64 ＋1 2025年 10月12日

石　川 B 63 1,054 （ 984 ) 70 ＋7 2025年 10月8日

福　井 B 63 1,053 （ 984 ) 69 ＋6 2025年 10月8日

山　梨 B 63 1,052 （ 988 ) 64 ＋1 2025年 12月1日

長  野 B 63 1,061 （ 998 ) 63 ±0 2025年 10月3日

岐　阜 B 63 1,065 （ 1,001 ) 64 ＋1 2025年 10月18日

静　岡 B 63 1,097 （ 1,034 ) 63 ±0 2025年 11月1日

愛　知 A 63 1,140 （ 1,077 ) 63 ±0 2025年 10月18日

三　重 B 63 1,087 （ 1,023 ) 64 ＋1 2025年 11月21日

滋　賀 B 63 1,080 （ 1,017 ) 63 ±0 2025年 10月5日

京　都 B 63 1,122 （ 1,058 ) 64 ＋1 2025年 11月21日

大　阪 A 63 1,177 （ 1,114 ) 63 ±0 2025年 10月16日

兵　庫 B 63 1,116 （ 1,052 ) 64 ＋1 2025年 10月4日

奈　良 B 63 1,051 （ 986 ) 65 ＋2 2025年 11月16日

和歌山 B 63 1,045 （ 980 ) 65 ＋2 2025年 11月1日

鳥　取 C 64 1,030 （ 957 ) 73 ＋9 2025年 10月4日

島　根 B 63 1,033 （ 962 ) 71 ＋8 2025年 11月17日

岡　山 B 63 1,047 （ 982 ) 65 ＋2 2025年 12月1日

広　島 B 63 1,085 （ 1,020 ) 65 ＋2 2025年 11月1日

山　口 B 63 1,043 （ 979 ) 64 ＋1 2025年 10月16日

徳　島 B 63 1,046 （ 980 ) 66 ＋3 2026年 1月1日

香　川 B 63 1,036 （ 970 ) 66 ＋3 2025年 10月18日

愛　媛 B 63 1,033 （ 956 ) 77 ＋14 2025年 12月1日

高　知 C 64 1,023 （ 952 ) 71 ＋7 2025年 12月1日

福　岡 B 63 1,057 （ 992 ) 65 ＋2 2025年 11月16日

佐　賀 C 64 1,030 （ 956 ) 74 ＋10 2025年 11月21日

長　崎 C 64 1,031 （ 953 ) 78 ＋14 2025年 12月1日

熊　本 C 64 1,034 （ 952 ) 82 ＋18 2026年 1月1日

大　分 C 64 1,035 （ 954 ) 81 ＋17 2026年 1月1日

宮　崎 C 64 1,023 （ 952 ) 71 ＋7 2025年 11月16日

鹿児島 C 64 1,026 （ 953 ) 73 ＋9 2025年 11月1日

沖　縄 C 64 1,023 （ 952 ) 71 ＋7 2025年 12月1日

1,121 （ 1,055 ) 66 +3 -

発効日（予定）　(※２)

全国加重平均

　　※１　括弧内の数字は改定前の地域別最低賃金額

　　※２　発効日は、答申公示後の異議の申出の状況等により変更となる可能性有

令和７年度　地域別最低賃金　答申状況

都道府県名 ランク 目安額 答申された改定額【円】　(※１) 引上げ額【円】 目安差額

（別紙）
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中央最低賃金審議会  地方最低賃金審議会 

【目安審議】  【地域別最低賃金審議】 

諮  問  諮  問 

↓  ↓ 

調査審議   

↓ 目安を提示  

答  申  調査審議 

   

   

  ↓ 

  答  申 

  ↓ 

  異議申出に係る調査審議※ 

  ↓ 

  決  定 

  ↓ 

  決定の公示 

  ↓ 

  発  効 

※ 関係労使からの異議申出があった場合に開催 

参 考 
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